
公立大学分科会から東京都公立大学法人に対して対応報告を求める事項（案） 

 

東京都公立大学法人の業務実績評価方針及び評価方法(抜粋) 

７ 評価結果の活用等に関する事項 （１）評価書に記載する要望等 

ア 評価書に記載する要望、期待等については、中期計画との関連性及びその重要性、緊急性などを勘案の上記載する。 

イ 特に優先して対応を求める事項又は経過報告を求める事項については、公立大学分科会から法人に対し、対応報告を求める。 

ウ 法人は、業務実績評価の結果を中期計画及び年度計画並びに業務運営に適切に反映させるとともに、評価結果の反映状況を公表するなど、適切に対応すること。 

 

令和３年度業務実績評価に係る公立大学分科会から法人に対応報告を求める事項（案）一覧 

No. 評価書（案） 該当部分（下線部） 対応報告を求める事項 

１ 

[項目別評価 － 大項目６ 改善すべき点の・１つ目] 

被引用度トップ 10％論文の比率(過去５年平均）が低下しているため、抜本的な強化策を検討いただきたい。 

（都立大） 

「被引用度トップ 10％論文比率の

向上に向けた取組」 

２ 

[項目別評価 － 大項目１８ 更なる充実が期待される点の・１つ目] 

都や区市町村等への政策課題支援、職員向けの研修・公開講座への潜在的ニーズは大きいと思われるので、丁寧

に掘り起こしていくとともに、知名度の向上や情報発信の強化に取り組むことを期待する。 

（産技大） 

「自治体への政策課題支援・研修・

公開講座の更なる充実等を通じた、

知名度の向上や情報発信強化に向

けた取組」 

３ 

[項目別評価 － 大項目２５ 更なる充実が期待される点の・１つ目] 

ホームページの改修や SNS での積極的な発信、コンテンツの拡充など、広報活動に精力的に取り組んでおり、

その結果、ホームページや SNSのアクセス数、フォロワー数は増加している。一方、志願者数は伸び悩んでいる

ことから、戦略的な広報を志願者の増加につなげていくことを期待する。 

（高専） 

「戦略的な広報を志願者の増加に

つなげる取組」 

４ 

[全体評価 － １ 総評 － 法人運営全般の●２つ目] 

都立大南大沢キャンパスにおいて、令和３年 12月に発生した、化学物質を使用した実験による火災を未然に防

げなかったことは極めて遺憾である。再発防止に向けて安全対策検討会の設置や「危険物に関する安全対策」の

新たな策定など、様々な取組がなされているが、こうした事故が二度と起こらぬよう、防火体制の整備を図ると

ともに、安全対策の実効性を検証し、盤石なものとされたい。また、事故が発生した部局に限った問題と捉える

ことなく、法人・教職員全体の問題として危機管理意識を共有し、対応策の浸透・徹底に取り組まれたい。 

（法人） 

「火災等の事故の再発防止と危機

管理の徹底に向けた取組」 

  

資料４ 



【参考】平成 23 年度～令和２年度業務実績評価における対応報告事項 

年度

評価 
都立大（首都大） 産技大 高専 法人 

H23 

・首都大学東京大学院と産業技術大学院大学の志願

者数の減少への対策 

・共同研究、受託研究など外部資金獲得実績の減少へ

の対策 

・首都大学東京大学院と産業技術大学院

大学の志願者数の減少への対策 

・９年間一貫教育等の実効性を高める適

切な措置についての検討状況 

－ ・国際化推進に向けた具体的取組の進展状況 

・情報漏えいの防止対策と再発防止の徹底 

H24 

・大学院定員充足率の適正化に向けた継続的な取組 

・国際化のさらなる推進に向けた取組 

・ダイバーシティの推進に向けた取組 

・研究レベルの向上等に向けた方策及び研究活動を

支援する取組 

・志願者獲得に向けた取組 

・９年間一貫教育の目的や有効性につい

ての検討に基づく取組 

・９年間一貫教育の目的や有効性につい

ての検討に基づく取組 

・国際化のさらなる推進に向けた取組 

・２大学１高専のプレゼンス向上に向けた広報

の取組 

・学生・教職員の安全確保への取組 

H25 

・国際化のさらなる推進に向けた取組 

・大学院定員充足率の適正化に向けた継続的な取組 

・「本学の教育改革」策定後の継続的な取組 

・志願者獲得に向けた認知度向上などの

取組 

・９年間一貫教育の検証に基づく見直し

の検討 

・９年間一貫教育の検証に基づく見直し

の検討 

・国際化のさらなる推進に向けた取組 

・個人情報保護及び情報セキュリティの事故発

生防止への取組 

H26 

・国際化の更なる事業展開に向けた取組 

・戦略的・継続的な研究支援体制確立を研究力向上や

研究成果につなげるための取組 

・認知度向上と志願者獲得に向けた取組

の工夫 

・各種の先進的な教育施策が学生の能力

向上やキャリア形成支援などの教育成果

にどうつながったかの検証 

・国際化の更なる事業展開に向けた取組 

・学生が学習到達度を自己評価する仕組

みを活用した授業改善の取組とその成果 

・情報セキュリティ事故の再発防止とガバナン

ス強化に向けた取組 

H27 

・国際化の更なる事業展開に向けた取組 

・各種の教育改革の成果の検証及び今後の展開 

・志願者が減少した原因の検証及び志願

者獲得に向けた教育成果の発信方法の多

面的な検討 

・国際化の更なる事業展開に向けた取組 

・学生が学習到達度を自己評価する仕組

みを活用した授業改善の取組とその成果 

・情報セキュリティ事故の再発防止とガバナン

ス強化に向けた取組 

・２大学１高専の特色を生かした教育研究の更

なる連携強化に向けた取組 

H28 

・教育改革の成果の検証及び今後の展開 

・国際化の更なる事業展開・質的な充実に向けた取組 

・研究科の一部において定員が充足していない状況

を踏まえた博士後期課程等の若手等研究者支援への

取組 

・志願者獲得に向けた教育成果の発信方

法の多面的な検討 

・国際化の更なる事業展開に向けた取組 ・情報セキュリティ対策の継続的な検証とガバ

ナンス強化に向けた取組 

・２大学１高専の特色を生かした教育研究の更

なる連携強化に向けた取組 

H29 

・教育研究組織再編の多面的な評価と成果の検証※ 

※継続的に検証することを望む。一定の成果は見込

評価時に報告することとし、当面は時点での成果と

検証方法等の検討状況等について報告を求める。 

・国際化の更なる事業展開・質的な充実と海外留学等

派遣学生に対する支援策の充実に向けた取組 

・志願者獲得に向けた教育成果の発信方

法の多面的な検討とその効果の検証 

・海外体験プログラムの質的な充実に向

けた取組 

・情報セキュリティ事故の再発防止に向けた組

織的な取組 

・２大学１高専のプレゼンス向上に向けた取組 

H30 
・都をはじめとする自治体や企業との連携強化に向

けた取組 

・科学研究費補助金の新規採択率向上に向けた取組 

・都をはじめとする自治体や企業との連

携強化に向けた取組 

・都をはじめとする自治体や企業との連

携強化に向けた取組 

・法人による各校が行う教育研究の質の向上を

図る意欲的な取組の支援 

R1 

・研究センターにおける外部資金獲得額の目標達成

に向けた取組 

・外国人留学生の受入国の多様化等に向けた取組 

・卒業生と在校生の結びつきを強化する取組 

・卒業生と在校生の結びつきを強化する

取組 

・卒業生と在校生の結びつきを強化する

取組 

・公平・公正な入学者選抜の実施に向けた再発

防止の取組 

・情報セキュリティ対策の徹底 

・卒業生と在校生の結びつきを強化する取組 

R2 

・東京都と連携した共同研究・プロジェクト創設に向

けた取組 

・学生の海外派遣及び外国人留学生の受入れに関す

る目標達成に向けた取組 

－ ・特別研究期間制度の利用活性化に向け

た取組 

・働き方改革及び業務の効率化の更なる推進に

向けた取組 

 


